
 

 

2024年４月４日 

 

国土交通省との「ＰＰＰ協定」の締結について 
 

 株式会社秋田銀行（頭取 新谷 明弘）は、国土交通省の「ＰＰＰ協定（金融機関タイプ）」のパート

ナーに選定されましたのでお知らせいたします。パートナー選定は 2018年度より７年連続となります。 

 

記 

 

１ ＰＰＰ協定とは 

国土交通省とのＰＰＰ協定は、自治体や民間事業者がＰＰＰ/ＰＦＩ（注）に関する知識・ノウハウを

習得する機会を増やすため、国土交通省の支援を受けながら、パートナー企業によるセミナーやコン

サルティングを推進するものです。 

（注）１ ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ：公民連携） 

公民が連携して公共サービスの提供を行う仕組みです。ＰＦＩ、民間委託、指定管理者制度、

民営化等を含めた公民連携手法の総称です。 

２ ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ） 

公共施設等の設計、建設、維持管理および運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サ

ービスの提供を民間主導で行うことで、効率的、かつ、効果的な公共サービスの提供をはかる

という考え方です。 

 ３ 国・地方ともに厳しい財政状況の中で、昨今ますます深刻化する公共施設・インフラの老朽

化問題に対応していくためには、ＰＰＰ/ＰＦＩ等によるコスト削減、財政負担の平準化、  

未利用地の有効活用など民間ノウハウや民間資金の活用が重要とされています。 

 

２ 当行の対応 

当行では、本協定に基づき国土交通省と連携し、ＰＰＰ/ＰＦＩに取り組む地域の自治体や民間事業

者に最新の政策動向等を提供しております。また、秋田県と連携のうえ、県内の公共施設の整備等にお

ける公民連携手法の導入促進を目的として、2022年３月に「あきた公民連携地域プラットフォーム」を

立ち上げ、当事業に関する知識・ノウハウの習得に向けたセミナーや勉強会を実施しております。 

今後も官民対話を通じたイノベーション創出や案件形成を促しながら、持続可能な地域社会の実現に

向けて貢献してまいります。 

（以 上） 

 

 

 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）  

2015年に国連で採択された持続可能な開発目標であり、2030 年までに解決すべき世界的

優先課題 17 目標と目標を達成するための 169 のターゲットが示されています。 



 

 

（参 考） 

2023年度のセミナー・勉強会 実施内容 

 

○ 「令和５年度 第１回セミナー」 

開催日 2023年７月２６日（水） 

内

容 

講  演 「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和５年改定版）」について 

事例紹介 

「道の駅岩城の指定管理について」 

「道の駅岩城の指定管理業への参入意義について」 

サウンディング実施予定案件紹介 

 

○ 「令和５年度 第２回セミナー」 

開催日 2023年１１月２２日（水） 

内

容 

講  演 「ＰＦＩの失敗事例について」 

事例紹介 サウンディング実施予定案件紹介 

 

○ 「令和５年度 勉強会」 

開催日 2024年２月２日（金） 

内

容 

講  演 「公募書類を読む」 

ワーク 
ショップ 「公募書類の読み込み」 

 

（以 上） 


